
【表紙】
 

【提出書類】 半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の５第１項の表の第３号

【提出先】 福岡財務支局長

【提出日】 令和７年12月24日

【中間会計期間】 第67期中（自　令和７年４月１日　至　令和７年９月30日）

【会社名】 株式会社小倉カンツリー倶楽部

【英訳名】 KOKURA COUNTRY CLUB CO,LTD

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　安木　功

【本店の所在の場所】 福岡県北九州市小倉南区西貫二丁目１番１号

【電話番号】 093(471)7611

【事務連絡者氏名】 取締役執行役員　　髙口　学

【最寄りの連絡場所】 福岡県北九州市小倉南区西貫二丁目１番１号

【電話番号】 093(471)7611

【事務連絡者氏名】 取締役執行役員　　髙口　学

【縦覧に供する場所】 該当ありません

 

EDINET提出書類

株式会社小倉カンツリー倶楽部(E04650)

半期報告書

 1/35



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第65期中 第66期中 第67期中 第65期 第66期

会計期間

自令和５年
４月１日
至令和５年
９月30日

自令和６年
４月１日

至令和６年
９月30日

自令和７年
４月１日
至令和７年
９月30日

自令和５年
４月１日
至令和６年
３月31日

自令和６年
４月１日
至令和７年
３月31日

売上高 （千円） 232,922 218,796 230,506 468,357 445,905

経常利益又は経常損失（△） （千円） 13,702 △10,926 △26,352 28,051 △28,391

中間（当期）純利益又は中間（当期）

純損失（△）
（千円） 9,186 △11,413 △27,082 18,399 △30,819

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － － － －

資本金 （千円） 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000

発行済株式総数 （株） 4,914 4,914 4,914 4,914 4,914

純資産額 （千円） 1,725,932 1,723,732 1,677,243 1,735,145 1,704,325

総資産額 （千円） 1,865,381 1,852,615 1,804,133 1,847,571 1,818,110

１株当たり純資産額 （円） 351,227 350,779 341,319 353,102 346,830

１株当たり中間（当期）純利益又は１

株当たり中間（当期）純損失（△）
（円） 1,869 △2,322 △5,511 3,744 △6,271

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益
（円） － － － － －

１株当たり配当額 （円） － － － － －

自己資本比率 （％） 92.5 93.0 92.9 93.9 93.7

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 65,474 31,844 19,573 63,881 10,552

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △42,746 △11,359 △12,923 △61,881 △37,051

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） － － － － －

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高
（千円） 355,848 355,605 315,272 335,120 308,622

従業員数
（人）

49 46 45 42 44

［外、平均臨時雇用者数］ [30] [31] [31] [32] [30]

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

３【関係会社の状況】

　該当する事項はありません。

４【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

令和７年９月30日現在
 

従業員数（人） 45(31)

　（注）　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く）であり、臨時雇用者数（パートタイマー）は、当中間

会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

(2）労働組合の状況

　当社には労働組合は結成されておりませんが、労使関係については円満に推移しており、特記すべき事項はあり

ません。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

(1) 経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当中間会計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等若しくは経営上の目標の達成状況を判断する

ための客観的な指標等に重要な変更はありません。

また、新たに定めた経営方針・経営戦略等若しくは指標等はありません。

 

(2) 優先的に対処すべき事実上及び財務上の課題

倶楽部の来場人数を支えている年間予約コンペが、当倶楽部の営業の根底にあり、今まで以上に年間予約の取り

込みを考えています。

さらに、会員の高齢化問題も家族、友人への名義変更の推奨、年会費の妥当性（10年以上据え置き）の考慮、倶

楽部に来場し易い交通の利便性を啓蒙し、倶楽部の長所を前面に営業活動を展開します。

 

２【事業等のリスク】

半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性

のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は、当中間期末現在において当社が判断したものです。

（1）プレー料金について

これまで経費削減に努めてまいりましたが、昨今の人件費・光熱費・農薬および肥料の高騰により、現行の料金

体系を維持することが困難な状況となっております。

つきましては、これまで近隣ゴルフ場よりもお求めやすい価格でご提供しておりましたビジター料金を改定させ

ていただきます。

（2）気象変動による来場者の動向

近年、異常気象による猛暑の影響により、夏季の来場者数が減少傾向にございます。また、少子高齢化の進行に

伴い、冬季の来場者数も減少しております。これらの要因により、年間を通じた来場者数の確保が課題となってお

ります。

（3）今後の倶楽部の方向性について

夏の熱中症対策としてクーリングシェルターを設置します。猛暑日でも体温調節ができ、快適にゴルフを楽しめ

ます。ホームページもリニューアルし、自動予約システムを導入しました。今後もＩＴ化を進めていきます。

 

 

３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

業績等の概要

(1）業績

　当中間会計期間の来場者総数は、メンバー6,352名、ビジター8,064名、総数14,416名となり、前年同期と比較す

ると583名の増加となりました。なお、メンバー・ビジターの割合は、メンバー44％・ビジター56％であります。

　営業成績につきましては、来場者の増加により営業収入も増加し、230,506千円（前年同期比5.4％増）となりま

した。営業費用につきましては、257,638千円（前年同期比15.0％増）となりました。

　その結果、経常損失は26,352千円となり、法人税等計上後の中間純損失は27,082千円となりました。

(2）キャッシュ・フロー

　当中間期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、315,272千円と前年同期末と比べ40,333

千円の減少となりました。

　当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

[営業活動によるキャッシュ・フロー]

　当中間会計期間における営業活動による資金の増加は、19,573千円（前中間会計期間は31,844千円の増加）とな

りました。主な増加要因は減価償却費22,470千円及びその他25,927千円の増加等、主な減少要因は、税引前中間純

損失26,352千円等であります。
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[投資活動によるキャッシュ・フロー]

　当中間会計期間において、投資活動による資金の減少は、12,923千円（前年同期比1,564千円増）となりまし

た。これは主に有形固定資産の取得によるものであります。

[財務活動によるキャッシュ・フロー]

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社小倉カンツリー倶楽部(E04650)

半期報告書

 5/35



営業実績

(1）収入の部

科目

前中間会計期間
（自令和６年４月１日
至令和６年９月30日）

当中間会計期間
（自令和７年４月１日
至令和７年９月30日）

前年同期との比較
（△減）

金額又は人員 金額又は人員 金額又は人員

来場者
メンバー（人） 6,279 6,352 73

ビジター（人） 7,554 8,064 510

入場料金（千円） 105,844 111,798 5,954

ラウンド割増料（千円） 114 124 9

キャディーフィー（千円） 58,793 61,396 2,603

競技参加料（千円） 2,524 1,942 △582

貸与品収入（千円） 765 783 18

マンスリーフィー（千円） 28,262 28,367 105

ロッカーフィー（千円） 3,280 3,112 △168

競技申込料（千円） － 33 33

登録手数料（千円） 12,800 16,000 3,200

委託料収入（千円） 6,411 6,949 537

合計（千円） 218,796 230,506 11,710

 

(2）利用諸料金表

料金内訳 内容
前中間会計期間

（自令和６年４月１日
至令和６年９月30日）

当中間会計期間
（自令和７年４月１日
至令和７年９月30日）

メンバーグリーンフィー  909円 909円

ビジターグリーンフィー

平日 2,000円 2,000円

土曜日 2,000円 2,000円

日祝日 2,000円 2,000円

カート料

メンバー 3,364円 3,364円

ビジター平日 8,182円 8,182円

ビジター土曜・日祝日 12,728円 12,728円

キャディーフィー  3,455円 3,455円

競技参加料
18Ｈ競技の場合 1,500円 1,500円

36Ｈ競技の場合 2,000円 2,000円

ロッカー使用料 １人　１台 300円 300円

練習ボール使用料 １箱　25個入 300円 300円

マンスリーフィー

１年　法人・個人 60,000円 60,000円

１年　ウィークデー

１年　準会員

50,000円

30,000円

50,000円

30,000円

ロッカーフィー １年 10,000円 10,000円

予約取消料 １名につき 1,500円 1,500円
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経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

（１）重要な会計方針及び見積り

　当社の中間財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して作成

されており、財政状態及び経営成績に関する以下の分析を行っております。

　当社は、以下の会計方針が当社の中間財務諸表の作成において使用される当社の重要な見積りと判断に大きな

影響を及ぼすものと認識しております。

①　貸倒引当金

　　当社は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率、貸倒懸念債権等特定の債

権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

②　退職給付引当金

　　当社は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務（期末自己都合要支給額に基づく簡

便法）の見込み額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しています。

③　税効果会計

　　当社は、繰延税金資産回収可能性を検討した結果、利益規模が相対的に小さく、翌期課税所得の発生が確実

に見込まれる状況とはいえないことから、繰延税金資産の回収可能性を合理的に見積ることは困難と判断し、

繰延税金資産は計上しておりません。現在、固定負債に計上しております繰延税金負債は、収用等により取得

した土地・建物を利益処分方式により圧縮記帳した結果生じた繰延税金負債です。

 

（２）当中間会計期間の経営成績の分析

　当中間会計期間における当社の営業収入について、来場者数が前年同期比で583名増加し、合計14,416名（メ

ンバー6,352名、ビジター8,064名）となりました。なお、来場者の内訳はメンバーが44%、ビジターが56%となり

ました。

　来場者の増加により営業収入は230,506千円となり、前年から5.4%増加しました。一方で、老朽化したクラブ
ハウスの改修やイノシシによる被害、さらに農薬など肥料価格の高騰が重なったため、コース管理費を中心に営
業費用につきましては257,638千円（前年同期比15%増）となりました。
　その結果、経常損失は26,352千円となり、法人税等計上後の中間純損失は27,082千円となりました。

 

（３）経営成績に重要な影響を与える要因について

　ゴルフ場経営には、立地やコース戦略、整備状態、接客態度、料金など多くの要因が影響します。

　当倶楽部は安さを競うのではなく、名門ゴルフ場としての質にこだわり集客を目指します。

 

（４）経営戦略の現状と見通し

　会員の高齢化により、今後来場者が減少すると予測しています。現状維持の経営はリスクがあるため、若い世

代の獲得へ向けＩＴ化を進めていきます。
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（５）資本の財源及び資金の流動性についての分析

①　財政状態

　〔資産の状況〕

　　当中間期末の資産は、前払費用の減少により1,804,133千円（前事業年度末比13,977千円減）となりまし

た。

　〔負債の状況〕

　　当中間期末の負債は、契約負債の増加などにより126,889千円（前事業年度末比13,105千円増）となりまし

た。

　〔純資産の状況〕

　　当中間期末の純資産は、1,677,243千円（前事業年度末比27,082千円減）となりました。

 

②　キャッシュ・フロー

　　当中間会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローの分析につきましては「業績等の概要」の「（２）

キャッシュ・フロー」に記載のとおりです。

 

③　資金需要及び財務政策

　　当社は現在借入金なしで自己資金により運営しています。今後の設備改修などには多額の資金が必要です

が、必要に応じて年会費を値上げし、引き続き自己資金で運営していきます。

 

（６）経営者の問題認識と今後の方針について

　　経営陣の若返りやＡＩ化への対応を進めていきます。

　　会員の高齢化やキャディ不足などの問題解決も急ぎます。セルフプレー導入など柔軟な対応も検討します。
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４【重要な契約等】

　該当事項はありません。

 

５【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

２【設備の新設、除却等の計画】

　当中間会計期間において、重要な設備の新設・除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 6,000

計 6,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（令和７年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（令和７年12月24日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,914 4,914
非上場

非登録

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

計 4,914 4,914 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

令和７年４月１日

～

令和７年９月30日

－ 4,914 － 50,000 － 1,080,700

 

 

（５）【大株主の状況】

  令和７年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

昭和興産株式会社 北九州市小倉北区竪林町21－５ 154 3.13

株式会社泰平住建 北九州市小倉北区井堀１－５－30 56 1.14

株式会社山本工作所 北九州市八幡東区枝光1950－10 32 0.65

ＴＯＴＯ株式会社 北九州市小倉北区中島２－１－１ 28 0.57

吉川工業株式会社 北九州市八幡東区尾倉２－１－２ 24 0.49

株式会社ケイティエル 北九州市小倉北区浅野２－11－30 20 0.41

西部ガスホールディングス株式会社 福岡市博多区千代１－17－１ 20 0.41

重光工業株式会社 北九州市門司区畑959－10 20 0.41

日鉄エンジニアリング株式会社 東京都品川区大崎１－５－１ 16 0.33

重光基俊 北九州市門司区 16 0.33

計 － 386 7.86

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

令和７年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) － － －

完全議決権株式(その他) 普通株式　　4,914 4,914 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 4,914 － －

総株主の議決権 － 4,914 －
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②【自己株式等】

　該当事項はございません。

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

（１）辞任役員

役職名 氏名 辞任年月日

　　取締役 　　江角　幸雄 　　2025年７月20日

 

（２）異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

　　　男性４名　女性０名（役員のうち女性の比率00.0％）
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第５【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第３号の上欄に掲げる会社に該当し、財務諸表等規則第１

編及び第４編の規定により第２種中間財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間（令和７年４月１日から令和７年９月

30日まで）の中間財務諸表について、公認会計士井上二郎による中間監査を受けております。

　なお、当社の公認会計士は次のとおり交代しております。

　前中間会計期間　　公認会計士　中野利孝

　当中間会計期間　　公認会計士　井上二郎

 

３．中間連結財務諸表について

　当社は子会社はありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(令和７年３月31日)
当中間会計期間
(令和７年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 308,622 315,272

未収料金 21,095 16,075

貯蔵品 6,341 9,030

前払費用 13,653 6,815

未収入金 1,630 4,845

その他 4,993 32

貸倒引当金 △630 △795

流動資産合計 355,705 351,275

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） ※１ 234,077 ※１ 238,398

コース勘定 ※１ 317,018 ※１ 317,018

構築物（純額） ※１ 133,523 ※１ 131,012

機械及び装置（純額） ※１ 31,136 ※１ 33,463

車両運搬具（純額） ※１ 16,173 ※１ 13,041

工具、器具及び備品（純額） ※１ 27,709 ※１ 25,062

土地 656,702 656,702

建設仮勘定 8,130 1,200

有形固定資産合計 1,424,471 1,415,901

無形固定資産   

電話加入権 257 257

ソフトウエア 6,599 5,622

無形固定資産合計 6,856 5,880

投資その他の資産   

分譲用土地 ※２ 30,979 ※２ 30,979

預託金 96 96

投資その他の資産合計 31,076 31,076

固定資産合計 1,462,405 1,452,857

資産合計 1,818,110 1,804,133
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(令和７年３月31日)
当中間会計期間
(令和７年９月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 14,047 5,482

未払金 17,899 15,375

未払費用 14,126 13,176

未払法人税等 1,333 1,333

未払事業所税 3,192 1,596

契約負債 1,342 30,973

預り金 10,918 8,254

賞与引当金 7,560 7,550

流動負債合計 70,420 83,742

固定負債   

繰延税金負債 35,019 34,415

退職給付引当金 8,345 8,731

固定負債合計 43,364 43,147

負債合計 113,784 126,889

純資産の部   

株主資本   

資本金 50,000 50,000

資本剰余金   

資本準備金 1,080,700 1,080,700

資本剰余金合計 1,080,700 1,080,700

利益剰余金   

その他利益剰余金   

役員退職積立金 19,000 19,000

圧縮記帳積立金 65,322 65,322

別途積立金 50,000 50,000

繰越利益剰余金 439,303 412,220

利益剰余金合計 573,625 546,543

株主資本合計 1,704,325 1,677,243

純資産合計 1,704,325 1,677,243

負債純資産合計 1,818,110 1,804,133
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②【中間損益計算書】

  (単位：千円)

 
前中間会計期間

(自　令和６年４月１日
　至　令和６年９月30日)

当中間会計期間
(自　令和７年４月１日
　至　令和７年９月30日)

営業収入 218,796 230,506

営業費用 ※２ 224,063 ※２ 257,638

営業損失（△） △5,267 △27,132

営業外収益 ※３ 1,635 ※３ 1,980

営業外費用 ※４ 7,294 1,200

経常損失（△） △10,926 △26,352

特別利益   

固定資産売却益 257 －

特別利益合計 257 －

特別損失   

固定資産除却損 0 0

特別損失合計 0 0

税引前中間純損失（△） △10,669 △26,352

法人税、住民税及び事業税 1,333 1,333

法人税等調整額 ※１ △589 ※１ △603

法人税等合計 744 730

中間純損失（△） △11,413 △27,082
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　令和６年４月１日　至　令和６年９月30日）

        (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計

 

資本準備金
資本剰余金
合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 
役員退職積
立金

圧縮記帳積
立金

別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 50,000 1,080,700 1,080,700 19,000 68,458 50,000 466,987 604,445 1,735,145

当中間期変動額          

中間純損失（△）       △11,413 △11,413 △11,413

当中間期変動額合計 － － － － － － △11,413 △11,413 △11,413

当中間期末残高 50,000 1,080,700 1,080,700 19,000 68,458 50,000 455,573 593,032 1,723,732

 

  

 純資産合計

当期首残高 1,735,145

当中間期変動額  

中間純損失（△） △11,413

当中間期変動額合計 △11,413

当中間期末残高 1,723,732
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当中間会計期間（自　令和７年４月１日　至　令和７年９月30日）

        (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計

 

資本準備金
資本剰余金
合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 
役員退職積
立金

圧縮記帳積
立金

別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 50,000 1,080,700 1,080,700 19,000 65,322 50,000 439,303 573,625 1,704,325

当中間期変動額          

中間純損失（△）       △27,082 △27,082 △27,082

当中間期変動額合計 － － － － － － △27,082 △27,082 △27,082

当中間期末残高 50,000 1,080,700 1,080,700 19,000 65,322 50,000 412,220 546,543 1,677,243

 

  

 純資産合計

当期首残高 1,704,325

当中間期変動額  

中間純損失（△） △27,082

当中間期変動額合計 △27,082

当中間期末残高 1,677,243
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前中間会計期間

(自　令和６年４月１日
　至　令和６年９月30日)

当中間会計期間
(自　令和７年４月１日
　至　令和７年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間純損失（△） △10,669 △26,352

減価償却費 23,414 22,470

貸倒引当金の増減額（△は減少） 276 165

賞与引当金の増減額（△は減少） △460 △10

退職給付引当金の増減額（△は減少） 729 386

受取利息 △21 △237

有形固定資産除売却損益（△は益） △257 －

売上債権の増減額（△は増加） 398 5,545

棚卸資産の増減額（△は増加） △3,735 △2,689

仕入債務の増減額（△は減少） 4,765 △8,565

その他 28,106 25,927

小計 42,547 16,640

利息の受取額 21 237

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △10,724 2,694

営業活動によるキャッシュ・フロー 31,844 19,573

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △11,615 △12,923

有形固定資産の売却による収入 257 －

投資その他の資産の増減額（△は増加） △1 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △11,359 △12,923

財務活動によるキャッシュ・フロー   

財務活動によるキャッシュ・フロー － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 20,485 6,650

現金及び現金同等物の期首残高 335,120 308,622

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 355,605 ※１ 315,272
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）棚卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）によっております。

　貯蔵品　　　最終仕入原価法を採用しております。

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 　５～50年

構築物 ５～40年

　　　(2）無形固定資産

　　　　定額法を採用しております。

　　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

 

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率、貸倒懸念債権等特定の債権について

は、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当中間会計期間末にお

いて発生していると認められる額を計上しております。

 

４．収益及び費用の計上基準

　ゴルフ場運営事業において、会員及び一般来場者にゴルフ場利用の便益を提供し、その都度、各種の利用料収入

の収益を認識しております。また、食堂・売店等の各種付帯施設の利用料については、テナント業者から利用量に

応じて毎月末に一括して収益を認識しております。

　登録手数料は、名義書き換え完了時に収益を認識しております。

　会員契約に基づき会員から受け取る年会費は、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の

充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。進捗度の測定は、報告期間の末日までに経過した月数を、契

約期間である会計期間に占める割合に基づいて行っております。

 

５．中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　中間キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっております。

 

 

（中間貸借対照表関係）

※１有形固定資産の減価償却累計額

前事業年度
（令和７年３月31日）

当中間会計期間
（令和７年９月30日）

1,638,962千円 1,658,802千円

 

※２　分譲用土地は取得原価及び造成工事費（借入金利息を含む）であり売却土地の原価を控除した残高であ

ります。

 

※３ 消費税等の取扱い

　　 当中間会計期間において、仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、金額的重要性が乏しいた

め、未払金に含めて表示しております。
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（中間損益計算書関係）

※１ 当中間会計期間に係る法人税等調整額は当期において予定している圧縮記帳積立金の取崩しを前提とし

て、当中間会計期間に係る金額を計算しております。

 

※２ 減価償却実施額

 
前中間会計期間

（自 令和６年４月１日
至 令和６年９月30日）

当中間会計期間
（自 令和７年４月１日
至 令和７年９月30日）

有形固定資産 22,554千円 21,494千円

無形固定資産 860 976

 

 

※３ 営業外収益のうち重要なもの

 
前中間会計期間

（自 令和６年４月１日
至 令和６年９月30日）

当中間会計期間
（自 令和７年４月１日
至 令和７年９月30日）

雑収入 1,614千円 1,742千円

 

 

※４ 営業外費用のうち重要なもの

 
前中間会計期間

（自 令和６年４月１日
至 令和６年９月30日）

当中間会計期間
（自 令和７年４月１日
至 令和７年９月30日）

耐震診断費用 7,294千円 －千円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　令和６年４月１日　至　令和６年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式
数（株）

当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式 4,914 － － 4,914

合計 4,914 － － 4,914

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　　該当事項はありません。

 

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの

　　該当事項はありません。

 

当中間会計期間（自　令和７年４月１日　至　令和７年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式
数（株）

当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式 4,914 － － 4,914

合計 4,914 － － 4,914

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　　該当事項はありません。

 

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの

　　該当事項はありません。

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

りであります。

 
前中間会計期間

（自　令和６年４月１日
至　令和６年９月30日）

当中間会計期間
（自　令和７年４月１日
至　令和７年９月30日）

現金及び預金勘定 355,605千円 315,272千円

現金及び現金同等物 355,605 315,272
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（リース取引関係）

該当事項はありません。

 

 
 
 

（金融商品関係）

　　　　前事業年度（令和７年３月31日）

１．金融商品の時価等に関する事項

令和７年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、「現金及び預金」、「未収

料金」、「買掛金」及び「未払法人税等」等が、現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する

もののみであることから、注記を省略しております。

 

２．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

当社は、時価で貸借対照表に計上している金融商品がないため、記載を省略しております。

 

 

　　　　当中間会計期間（令和７年９月30日）

１．金融商品の時価等に関する事項

令和７年９月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、「現金及び預金」、「未収

料金」、「買掛金」及び「未払法人税等」等が、現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する

もののみであることから、注記を省略しております。

 

２．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

当社は、時価で貸借対照表に計上している金融商品がないため、記載を省略しております。

 

 

（有価証券関係）

前事業年度（令和７年３月31日）

該当事項はありません。

 

 

当中間会計期間（令和７年９月30日）

該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

前事業年度（令和７年３月31日）

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。

 

当中間会計期間（令和７年９月30日）

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

前中間会計期間（自　令和６年４月１日　至　令和６年９月30日）

該当事項はありません。

 

当中間会計期間（自　令和７年４月１日　至　令和７年９月30日）

該当事項はありません。
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（持分法損益等）

当社は、関連会社がありませんので、該当事項はありません。

 

（賃貸等不動産関係）

　賃貸等不動産の中間貸借対照表計上額（貸借対照表計上額）、期中増減額及び時価は、次のとおりでありま

す。

（単位：千円）
 

 
前事業年度

（自　令和６年４月１日
至　令和７年３月31日）

当中間会計期間
（自　令和７年４月１日
至　令和７年９月30日）

中間貸借対照表計上額（貸借対照表計上

額）
  

 期首残高 30,979 30,979

 期中増減額 － －

 中間期末（期末）残高 30,979 30,979

中間期末（期末）時価 47,091 47,091

（注）１．中間貸借対照表計上額（貸借対照表計上額）は、取得原価の金額であります。

２．中間期末（期末）時価は、直近の売却実績及び今後の売却見込額に基づいて自社で計算した金額でありま

す。
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（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間会計期間（自　令和６年４月１日　至　令和６年９月30日）

（単位：千円）

ゴルフ場運営事業

一時点で移転される財又はサービス 190,533

一定の期間にわたり移転される財又はサービス 28,262

顧客との契約から生じる収益 218,796

 

当中間会計期間（自　令和７年４月１日　至　令和７年９月30日）

（単位：千円）

ゴルフ場運営事業

一時点で移転される財又はサービス 202,138

一定の期間にわたり移転される財又はサービス 28,367

顧客との契約から生じる収益 230,506

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

（重要な会計方針）の「４．収益及び費用の計上基準」を参照。

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当中間会計

期間末において存在する顧客との契約から当中間会計期間の末日後に認識すると見込まれる収益の金額並びに

時期に関する情報

(1)契約負債の残高等

前中間会計期間（自　令和６年４月１日　至　令和６年９月30日）

（単位：千円）

契約負債（期首残高） 132

契約負債（中間期末残高） 30,758

 

契約負債は、会員から受け取る年会費のうち当中間会計期末日後の期間の前受金に関するものでありま

す。契約負債は、収益の認識に伴い取崩されます。

当中間会計期間に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は132千円であり

ます。

当中間会計期間において契約負債が増加した理由は、４月頃に年会費入金が集中する一方、収益認識基準

により当中間会計期間後から期末日までに収益に認識される金額が生じるためです。

 

当中間会計期間（自　令和７年４月１日　至　令和７年９月30日）

（単位：千円）

契約負債（期首残高） 1,342

契約負債（中間期末残高） 30,973

 

契約負債は、会員から受け取る年会費のうち当中間会計期末日後の期間の前受金に関するものでありま

す。契約負債は、収益の認識に伴い取崩されます。

当中間会計期間に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は1,342千円であ

ります。

当中間会計期間において契約負債が増加した理由は、４月頃に年会費入金が集中する一方、収益認識基準

により当中間会計期間後から期末日までに収益に認識される金額が生じるためです。
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(2)残高履行義務に配分した取引価格

前中間会計期間（自　令和６年４月１日　至　令和６年９月30日）

　契約負債は、履行義務の契約期間が１年以内の契約であるため、記載を省略しております。

 

当中間会計期間（自　令和７年４月１日　至　令和７年９月30日）

　契約負債は、履行義務の契約期間が１年以内の契約であるため、記載を省略しております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間会計期間（自　令和６年４月１日　至　令和６年９月30日）

　当社は、ゴルフ場運営事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当中間会計期間（自　令和７年４月１日　至　令和７年９月30日）

　当社は、ゴルフ場運営事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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【関連情報】

Ⅰ　前中間会計期間（自　令和６年４月１日　至　令和６年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

　単一のサービスの売上高が中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

 

 

 

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が、中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

 

 

 

 

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が、中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

 

 

 

 

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高であって、中間損益計算書の売上高の10％以上を占

めるものがないため、記載を省略しております。
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Ⅱ　当中間会計期間（自　令和７年４月１日　至　令和７年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

　単一のサービスの売上高が中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

 

 

 

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が、中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

 

 

 

 

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が、中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

 

 

 

 

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高であって、中間損益計算書の売上高の10％以上を占

めるものがないため、記載を省略しております。

 

 

 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前中間会計期間（自　令和６年４月１日　至　令和６年９月30日）

該当事項はありません。

 

当中間会計期間（自　令和７年４月１日　至　令和７年９月30日）

該当事項はありません。

 

 

 

 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前中間会計期間（自　令和６年４月１日　至　令和６年９月30日）

該当事項はありません。

 

当中間会計期間（自　令和７年４月１日　至　令和７年９月30日）

該当事項はありません。
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【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前中間会計期間（自　令和６年４月１日　至　令和６年９月30日）

該当事項はありません。

 

当中間会計期間（自　令和７年４月１日　至　令和７年９月30日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり純資産額は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（令和７年３月31日）
当中間会計期間

（令和７年９月30日）

１株当たり純資産額 346,830円 341,319円

 

　１株当たり中間純損失（△）及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　令和６年４月１日
至　令和６年９月30日）

当中間会計期間
（自　令和７年４月１日
至　令和７年９月30日）

１株当たり中間純損失（△） △2,322円 △5,511円

（算定上の基礎）   

中間純損失（△）（千円） △11,413 △27,082

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る中間純損失（△）（千円） △11,413 △27,082

普通株式の期中平均株式数（株） 4,914 4,914

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要
────────

(注)　潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

　１株当たり純資産額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（令和７年３月31日）
当中間会計期間

（令和７年９月30日）

１株当たり純資産額 346,830円 341,319円

（算定上の基礎）   

純資産の部の合計額（千円） 1,704,325 1,677,243

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） － －

普通株式に係る中間期末（期末）の純資産額

（千円）
1,704,325 1,677,243

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末

（期末）の普通株式の数（株）
4,914 4,914

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】
　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　　有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第66期）（自 令和６年４月１日 至 令和７年３月31日）令和７年６月18日福岡財務支局長に提出

 

臨時報告書

事業年度（第66期）（自 令和６年４月１日 至 令和７年３月31日）令和７年６月20日福岡財務支局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社小倉カンツリー倶楽部(E04650)

半期報告書

33/35



  

独立監査人の中間監査報告書

 

  令和７年12月23日

株式会社小倉カンツリー倶楽部   

 

 取締役会　御中  

 

 井上二郎公認会計士事務所

 福岡県福岡市

 

   公認会計士 井上　二郎

 

中間監査意見
私は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株
式会社小倉カンツリー倶楽部の令和７年４月１日から令和８年３月31日までの第67期事業年度の中間会計期間（令和７
年４月１日から令和７年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主
資本等変動計算書、中間キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。
私は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株
式会社小倉カンツリー倶楽部の令和７年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（令和７年
４月１日から令和７年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも
のと認める。
 
中間監査意見の根拠
私は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準に
おける私の責任は、「中間財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。私は、我が国における職業倫理に
関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。私は、中
間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
その他の事項
会社の令和７年３月31日をもって終了した前事業年度の中間会計期間に係る中間財務諸表は、前任監査人によって中
間監査が実施されている。前任監査人は、当該中間財務諸表に対して令和６年12月19日付けで無限定有用意見を表明し
ている。
 
中間財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作
成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有
用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるか
どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。
 
中間財務諸表監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資
者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中間監査報告書において独立の立場か
ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に
又は集計すると、中間財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断
される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を通じて、職業的
専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対
応する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、中間監査の
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。なお、中間監査手続は、年度監査と比べて監査手続の一
部が省略され、監査人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に基づいて、
分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。
・ 中間財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に
関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する
注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基
づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか
結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、中間監査報告書において中間財務諸表の
注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財
務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、中間監査報告書日までに入手し
た監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
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・ 中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間財務諸表が
基礎となる取引や会計事象に関して有用な情報を表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識別した
内部統制の重要な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められているその他の事項につい
て報告を行う。
 
利害関係
会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以　　上

 

 

（注）１. 上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。

　   ２. ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。
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